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都市内緑地の分布特性による 
自然環境評価に関する研究 
 
A STUDY ON ENVIRONMENTAL ASSESSMENT 
BY CHARACTERISTICS OF URBAN GREEN SPACE DISTRIBUTION 
 
山田裕貴 
Yuki YAMADA  
指導教員 宮下清栄 
 
法政大学大学院デザイン工学研究科都市環境デザイン工学専攻修士課程 
 
The aim of this study is to clarify the loss and the remaining of urban green space with the data acquired by 
its distribution, and also to conduct environmental assessment including the conditions of biological diversity, 
green park arrangement, and accessibility to nearby green. We analyzed them by the use of GIS, based on the 
data of green abstraction from aerial photography.  
As a result of environmental assessment in Yokohama, we got quite positive results in the focused the seven 
places of green however, the flatter or river-side areas were comparatively negative possibly because of the 
limited use of conservation district.    
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１． はじめに 
高度成長期以降，我が国は急速な人口増加に伴う住居の
確保，また生活利便性の追求や生産性の向上を優先する開
発行為を繰り返し，都市内の緑地は減少の一途を辿ってい
る．しかし，人口増加がピークを迎え，成熟した都市型社
会を迎えた現在では，環境に配慮した計画の策定が望まれ
るようになってきた．政府，地方自治体は社会構造の変化
に伴う計画の見直しの時期に入っている． 
これらを受けて政府は平成 16 年，都道府県，また市町
村が行う景観づくりを支援する法律として，景観緑三法を
制定し，景観の整備，保全の必要性において，地方公共団
体に対して一定の強制力を付与すると共に，景観法に関連
した法律の整備，改訂が行われた．しかしながら市街地内
の緑地は宅地等の開発による減少を続けている． 
神奈川県横浜市では平成 19年 12月，環境創造審議会提
言「緑施策の重点取組について」を受けて「横浜みどりア
ップ計画」が策定された．この計画は「横浜市中期計画（平
成 18 年度～22 年度）」，「横浜市水と緑の基本計画（平
成 18年度～37年度）」に位置づけられ，①樹林地を守る，
②農地を守る，③緑をつくる，の 3つの分野で取組みが行
われている．これらの施策には多額の費用が必要になるが，
財政の逼迫している地方財政では，緑地保全のための諸制
度の活用が行えず，都市内緑地の保全を行えていない場合
が多い．そのため横浜市では安定した財源の確保のため，
「横浜みどり税」を実施し，緑地保全の財源として充てて
いる．これは 2回に渡る 1万人アンケート，シンポジウム，
市民意見募集などの調査をふまえて実施され，個人市民税
の均等割に年間 900円上乗せ，法人市民税の年間均等割の
9%相当額を上乗せする形で年間約 24億円の財源を確保し，
計画の実現性を高めるものである． 
限りある財源を，緑地の保全，新規の緑化に効果的に投
資していくために，緑地の質を高める分布構造を把握し，
緑地のネットワークを考慮した自然環境評価に関する研
究は意義のあることと考える． 
以上の背景を受けて，本研究では，まず，1)過去の自然
資源の変遷を確認し，2)近年の緑被地の減少量，またその
原因を明らかにする．さらに，3)公園配置の評価，4)緑地
へのアクセシビリティの評価，5)生態系を考慮したエコロ
ジカルネットワークの評価を行い，これらで得られた指標
を用いて，6)地形や生態系等の自然条件，公園配置や，緑
地へのアクセシビリティ等の社会条件を考慮した自然環
境評価を行うことを目的とする．  
 
２． 対象地域 
本研究では神奈川県横浜市を対象地域として選定した．
横浜市第 9 次緑地環境診断調査（平成 21 年）によると，
横浜市の緑被率は 29.8％であり，都市域において重要な基
準とされる 3 割程度の緑被地を有している．さらに市政，
また市民アンケートから緑地保全の関心が強い地域であ
ると考えたため，対象地域に選定した． 
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 図 1 対象地域（神奈川県横浜市） 
 
３． 横浜市の人口動態と自然資源地の変遷 
（１）人口動態 
横浜市では現在の市域に至るまで 1901 年から 6 度の市
域拡張を繰り返し，また区域の分割，編入を行なってきた．
戦後，急速に居住人口が増加し，現在では約 369万人の市
民を抱える大都市となっている．また，戦災復興に伴い，
横浜市周辺や京浜工業地域などでは，それぞれ商業地，工
業地が発展するなど，高度な土地利用が図られてきた．図
2 に横浜市の居住人口密度と昼間人口密度の関係性を示す．
西区，中区など横浜駅周辺の行政区では商業機能が集積し，
比較的地価が落ち着き，東京圏へのアクセス性に優れる南
区は，居住区として機能していることがわかる． 
 
 
図 2 居住人口密度と昼間人口密度の関係性 
 
（２）自然資源の変遷 
港北ニュータウン計画等により急速に居住人口が増加
した 1974年から 1994年において，自然資源がどのような
箇所で新設され，また消失したかという変遷を明らかにす
るため，カーネル密度推定法を用いて自然資源の新設箇所，
消失箇所の推定を行った．1974年から 1984年，1984年か
ら 1994 年において分析を行い，入力データには国土地理
院細密数値情報 10m メッシュ土地利用をポイントデータ
に変換して利用した．またバンド幅は 500m，出力グリッ
ドは 10m に設定し，各ポイントにはウエイト値として自
然資源の転用面積を入力している． 
 
 
図 3 1974年～1984年の自然資源の新設箇所 
 
 
図 4 1974年～1984年の自然資源の消失箇所 
 
 1974 年から 1984 年にかけて鉄道駅周辺において自然資
源地の新設が目立つことがわかる．また対象の期間内にお
いて，都筑市周辺では自然資源の消失が非常に濃く表れて
いる．これは港北ニュータウンの建設事業による大規模な
宅地開発の影響と考えられる． 
 
４． 都市内緑地の推移に関する分析 
横浜市緑地環境診断調査データ（平成 13年，平成 16年，
平成 21 年）を利用し，近年の緑被地の動態と傾斜度，傾
斜方向の地形条件，線引き制度，用途地域，行政区域，容
積率，建蔽率，土地利用の都市計画，緑地保全のための規
制制度のそれぞれが緑被地面積の推移，また緑被率の推移
に与える影響性について分析を行った．都市計画決定デー
タは平成 17年神奈川県都市情報システムデータを用いた． 
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 図 5 緑被地の分布実態（平成 21年度） 
 
（１）地形条件が緑被地推移に与える影響性 
 
 
図 6 横浜市の地形 
 
 
図 7 傾斜角と緑被地面積の推移 
 
緑被率は傾斜角が大きくなるに伴い，増加する傾向が見
られた．また，傾斜角の小さい地域での緑被地の減少が低
下し，高傾斜地の緑被地の減少も近年みられるようになっ
てきた．これは高傾斜地では一般的に造成等に多額の資金，
労力を要するため，宅地開発等は避けられてきたが，横浜
市では平坦地の開発がほぼ終了し，傾斜角の高い地域にも
開発の手が及んできていることを示唆していると考えら
れる．また傾斜方位に関しては緑被地，緑被率の推移と大
きな関連性は見られなかった． 
（２）都市計画が緑被地推移に与える影響性 
 
 
図 8 線引き制度と緑被地面積の推移 
 
市街化区域と市街化調整区域の間に緑被率推移の差は
ほとんどみられずそれぞれ 2.5ポイント，2.3ポイントの減
少が確認された． 
 
図 9 土地利用用途と緑被率の推移 
 
土地利用と緑被率推移の関係性をみると荒地・海浜の用
途において 8.0ポイントの減少と影響性が大きい．神奈川
県都市情報システムデータの定義では荒地を雑草地，裸地
等，河川敷のことを指している．これに次いで空き地等，
山林など自然資源の減少が目立っている． 
（３）緑地保全制度が緑被地に与える影響性 
緑地保全制度は都市の緑被率に影響を及ぼす要因の1つ
であるという観念から生産緑地地区，第一種～第四種風致
地区，近郊緑地保全区域，特別緑地保全地区内の緑被地面
積の推移を算出した．また傾斜角度別に算出することで政
策の効果を分析した．図 10 をみると生産緑地地区は主に
農地で指定され，また傾斜角の小さい箇所に集中して指定
されている．平成 13年から平成 21年の 8年間の緑被率推
移をみると全体で 2.9 ポイントの増加が見られ 84.5%と高
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い値となっていた．このため生産緑地地区は宅地開発され
やすい傾斜角の小さい地域の緑地を保護するために有効
に機能していると考えられる． 
 
表 1 横浜市の緑地保全制度 
 
 
 
図 10 生産緑地地区内の緑被地面積推移 
 
同様に風致地区，近郊緑地保全区域，特別緑地保全地区
でも分析を行ったが第二種風致地区，第四種風致地区内の
緑被率はそれぞれ 34.3%，40.0%となり，指定地域内の緑
被率が必ずしも高い状態のまま保全されているわけでは
ないことがわかった． 
また，近郊緑地保全地域，特別緑地保全地区内の緑被率
は平成 21年度にはそれぞれ 98.7%，97.6%と高い値をとっ
たが，指定地域の大部分が傾斜角度 8°以上の傾斜の高い
地域に集中していたため，横浜市の定める河川沿いのまと
まりのある農地・樹林地の拠点など，制度によって保全す
る必要性の高い地域で指定を増やしていく必要があると
考えられる． 
 
５． 都市内緑地の分布特性に関する分析 
都市内緑地の分布特性に関して，①都市域の緑地要素と
して重要な意味を持つ都市公園の分布特性，②市民や観光
客にとって身近な緑であることを示すアクセシビリティ
の観点から見た緑地の分布特性，③近年重要とされる生態
系保全のためのエコロジカルネットワークの観点から見
た緑地の分布特性，3 つの視点から横浜市内の緑被地の分
布特性を明らかにするための分析を行った． 
（１）公園配置計画 
これまでの公園配置計画では，住区基幹公園は定められ
た誘致距離に沿って計画が進められてきたが，一律の市街
地と人口密度を想定し，公園種別ごとの誘致距離を数値を
持って示すことが現代の社会情勢になじまなくなってき
たことから平成 14 年度の都市公園法改正により，住区基
幹公園における誘致距離の表示は廃止されている．そのた
め人口密度等を考慮した公園配置の実態を明らかにする
ための分析を行った．表 2に都市公園法による公園種別と
誘致距離，及び各公園が対象とする人口をまとめた表を示
す． 
 
表 2 都市公園法による公園種別 
 
 
横浜市内の各都市公園から誘致距離の範囲でバッファ
を作成した．また本研究では標準面積に基づき都市公園を
区分し 4ha～20haの都市公園を基幹公園，20ha以上の都市
公園を大規模公園とした．またそれぞれの誘致円の半径を
1500m，2000mに設定した． 
 
 
図 11 都市公園の分布と誘致円範囲 
 
 鶴見区の大黒埠頭周辺の商業地域，工業専用地域等，住
宅地がほぼ存在しない地域も存在するが，誘致円の範囲外
となる地域が市域全体で 14.1%確認された．区別にみると
鶴見区，泉区，瀬谷区などの 30%程度の地域で都市公園の
誘致円範囲が及んでいないことがわかった． 
 都市公園の誘致円内の人口密度を考慮するためにはミ
クロな人口データが必要となる．そこで平成 17年国勢調
査の町丁目別人口データを平成 17年神奈川県都市情報シ
ステムデータ，建物現況データの住居系用途建物に建物の
延べ床面積に応じて人口を配分したデータの作成を行っ
た．この手法により建物階数，建物面積を考慮した人口分
布の把握が可能となった．このデータを建物内の重心に基
づきポイントデータに変換し GISの近傍解析機能を利用
して誘致円内の人口の集計を行った．図 12に街区公園に
おける誘致円内の人口実態を示す． 
制度名 指定箇所数 指定面積（ha）関連する法律
生産緑地地区 1864 328.7 生産緑地法
風致地区 16 3710 都市計画法
近郊緑地保全区域 2 160 首都圏近郊緑地保全法
特別緑地保全地区 50 251 都市緑地法
標準面積(ha) 誘致距離（m） 対象人口（人）
街区公園 0.25 250 2500
近隣公園 2 500 10000
地区公園 4 1000 40000
総合公園 10～50 - -
運動公園 15～75 - -
大規模公園 広域公園 50～ - -
- -
- -特殊公園
公園種別
住区基幹公園
都市基幹公園
国営公園
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 図 12 誘致円内の人口実態（街区公園の例） 
 
街区公園の対象人口は 2500人程度までと定められてい
るため，オレンジ色以上の箇所で対象人口を超える人口が
集中していることがわかる．鶴見区，中区，南区などで人
口の集中が顕著に見られ，公園が負担する人口が大きくな
っていることがわかる．近隣公園，また地区公園でも，各
誘致距離，対象人口に基づき同様の分析を行ったが，これ
らの地域では人口が集中している箇所も見られたものの，
対象人口より実際の人口が大きく下回り，有効に活用され
ていないと思われる都市公園も存在していることがわか
った． 
（２）緑地へのアクセシビリティ 
内閣府の実施した自然の保護と利用に関する世論調査
において「今よりももっと自然とふれあう機会を増やした
いと思うか」との質問に，「増やしたいと思う」とする人
の割合が 72.8％を占め，さらに「増やしたいと思う」とし
た人に「どうすれば機会が増えると思うか」との質問に，
「自宅や勤務先などの周辺に，身近な自然を残したり，増
やしたりする」を挙げた人の割合が 42.0％と最も高く，身
近なところに都市内緑地等の自然が多く存在することを
望んでいる人が多いことが分かる．これらを鑑み，緑地へ
のアクセシビリティの観点から緑地分布の分析を行った． 
都市の空間構成要素から広がる緑被地の連続性に関し
てバッファを利用してアクセシビリティの分析を行った．  
図13にバッファ解析を説明する図を示す．本分析では，
対象とするポリゴンから 10mピッチで 150mまでバッファ
を作成し，バッファに含まれる 1)最短距離緑被地面積，2)
重心距離緑被地面積，3)バッファ内緑被地面積を算出し，
緑被地との近接関係を定量化した．最短距離緑被地面積で
は，その緑被地を含んでいる最小のバッファを対象に緑被
地面積を抽出した．また，重心距離緑被地面積では，その
緑地の重心を含んでいるバッファを対象に緑被地面積を
抽出した．また，バッファ内緑被地面積ではバッファ内に
ある緑被地をクリップして緑被地面積を抽出している． 
 
 
図 13 バッファ解析の説明（官公庁施設の例） 
 
 
図 14 都市公園から緑地へのアクセシビリティ 
 
都市公園内には多くの緑被地が存在し，横浜市内では都
市公園が重要な緑地拠点となっていることがわかる．しか
し，公園外部に大規模な緑地はあまり存在していない．都
市公園から 10m範囲内のバッファ内緑被率は43.3%と高い
値をとっているため，都市公園から 10m程度の範囲まで
は緑地が連続して存在していることがわかる．この他に官
公庁施設，都市計画道路，海岸等を対象として分析を行っ
たが，これらの土地利用と緑地の連続性との間に大きな関
係性は認められなかった． 
同様の手法で緑地保全地域の外部連鎖効果について検
討を行った．図 15に生産緑地地区の外部連鎖効果の図を
示す．生産緑地地区から 10m程度の範囲内において，バ
ッファ内緑被率は 46.6%と，ある程度まとまった緑地が確
認できる．生産緑地地区は市街化区域内に指定がされるこ
とを考慮すれば，10m範囲内において高い値を取っている
と言える．同様に緑地保全地域では 20m程度の外部連鎖
効果が確認された． 
1)最短距離緑被地面積 2)重心距離緑被地面積 
3)バッファ内緑被地面積 
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 図 15 生産緑地地区の外部連鎖効果 
 
（３）エコロジカルネットワーク 
横浜市では平成 23 年 2 月，生物多様性横浜行動計画ヨ
コハマ bプランが策定された．その中で，①共通して用い
ることができる，②市民にとって身近で親しみやすいもの
である，③多くの専門家によるバックアップが可能である
ことなどをふまえ，市内全域でまずは「鳥類」による生き
物探検を展開し，その結果を生き物指標にすることを検討
するとしている． 
本研究のエコロジカルネットワークの分析では小型鳥
類であるコゲラを対象種として分析を行う．その理由とし
てコゲラは日本全国の多様な森林に生息しており，樹洞＝
営巣のための幹に掘る穴を自らつくることなどから生態
系のキーストーンとして認識されている．そのため既存研
究の集積があり，ビオトープ（生息可能域）の評価手法が
開発されている事があげられる． 
また，平成 21 年に策定された横浜市生物多様性保全再
生指針によれば緑の多い住宅地の項目において多様性指
標生物調査対象種に典型種として指定されている． 
繁殖期におけるコゲラの行動域をコアとし，採餌のため
にコゲラが利用する樹林地等をサテライトとした．またコ
ゲラの飛翔範囲を考慮してバッファを作成することで都
市域におけるコゲラの行動域を把握した． 
 なお，コア，サテライト等の定義としてコアを規模
2.0ha以上の連続した樹木，1次サテライトをコアの林縁部
から 500mの範囲にある 2000㎡以上の連続した樹木，2次
サテライトを 1 次サテライトから 250m の範囲内にある
2000㎡以上の連続した樹木，バッファゾーンをコアの林縁
部から 500m 範囲内，また 1 次サテライトの林縁部から
250m の範囲内と定義した．図 16 にこれらの概念図，図
17 に本分析で得られたコゲラのビオトープネットワーク
を示す． 
横浜市緑の 10 大拠点の川井・矢指・上瀬谷エリア，円
海山周辺エリアを中心に市域全域にコアが点在している．
都市域において 2ha以上のまとまった樹木が多数存在して
いる横浜市は近代の都市域において多くの緑地が残存し
ている地域であると思われる．また，バッファゾーンはコ
ゲラの飛翔範囲を考慮したコゲラの行動範囲となってい
るが，当分析においては市域の約 90％がバッファゾーンと
なり，市域の大部分でコゲラの行動圏としての条件を満た
すという結果が得られた． 
 
図 16 コア・サテライトの概念図 
 
 
図 17 コゲラのビオトープネットワーク 
 
６． 緑地分布特性による自然環境評価 
（１）解析手順 
これまでに作成したデータを以下に示す Rank に基づき
再分類を行ったラスタデータを整備し GIS のオーバーレ
イ解析を利用して自然環境評価を行った．オーバーレイ処
理とは異なる多様な入力値に対して総合的な解析を行う
ために，値に共通の評価尺度を適用する手法である．指標
とするデータを 5mメッシュ及び 10mメッシュで整備した．
表 3 に用いる指標一覧，表 4 に自然条件の Rank 設定，表
5 に社会条件の Rank設定をそれぞれ示す． 
 
表 3 オーバーレイ解析に用いる指標一覧 
 
 
指標 算出方法
傾斜角 DEMより算出
傾斜方向 DEMより算出
エコロジカルネットワーク コア、サテライト、バッファゾーンより抽出
集塊度 近接パッチとの距離（50m）
パッチ外からの距離 樹木セルを抽出しパッチ外距離算出ツールにより算出
緑被地の消失 H13～H21で消失した箇所をカーネル密度推定法より抽出
緑被地の新設 H13～H21で新設した箇所をカーネル密度推定法より抽出
公示地価 H21,22における地価ポイントデータのコンターを作成
駅からの距離 駅からバッファを作成
アクセシビリティ 緑地の連続性が認められたバッファより抽出
公園配置 誘致円の範囲で抽出し，公園負担人口より分類
規制地域 規制地域及び外部連鎖効果が認められたバッファより抽出
社会条件
分類
自然条件
構造
地形
緑被地推移動態
自然・生態
都市特性
利便性
計画特性
46.6% 
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表 4 自然条件指標の Rank 
 
 
表 5 社会条件指標の Rank 
 
 
（２）解析結果 
 
図 18 環境評価結果 
 
 自然条件指標と社会条件指標を用いた環境評価の結果，
三保・新治地域，川井・矢指・上瀬谷地域，また円海山周
辺地域など，みどりの 7大拠点を中心に高い評価を得た．
河川沿いのまとまりのある農地，樹林地の地域ではこれら
に比べて相対的に低い値をとった．これは河川沿いの緑被
地に対して緑地保全の指定があまりなされていないため
と考えられる． 
また，環境評価の結果をミクロに見ると横浜駅周辺エリ
ア等，駅周辺では駅からの距離等，社会条件指標の影響か
ら若干評価を上がっている．また，河川沿いのまとまりあ
る農地・樹林地の拠点の範囲では生産緑地指定などまばら
な規制はあるものの，大規模な規制がひかれていないにも
かかわらず，河川沿いにおいて非常に評価が高くなってい
ることがわかった． 
７． 結論 
本研究で得られた知見を以下に示す． 
① カーネル密度推定法により 1974 年～1984 年，1984
年～1994 年において自然資源の変遷を分析した結
果，特に都筑区で自然資源の消失が見られ，新設は
鉄道駅周辺で多く見られた． 
② 横浜市内の緑被率は市街化区域，市街化調整区域に
関係なく，ほぼ一様に減少している．また，住居系
の用途地域において減少の度合いが大きい．地形条
件では傾斜角度が大きいほど，緑被率は高くなって
いるが，近年の動態では傾斜角度の比較的大きい地
域でも緑地は減少している．また，緑地の保全地域
では必ずしも緑被率が高いわけではないことがわ
かった． 
③ 都市公園において，実際の人口分布と対象人口を比
較した結果，鶴見区，中区，南区などで対象人口を
大きく上回っていることがわかった． 
④ 緑地へのアクセシビリティを3種類の緑被地面積を
算出することで分析した結果，都市公園からは 10m
程度の範囲内で近接性が認められたが，その他の土
地利用との近接性は確認できなかった． 
⑤ コゲラを指標種としてエコロジカルネットワーク
の評価を行った結果，市域の約 90％の範囲がコゲラ
の行動圏となる可能性があることが示唆され，コア
となり得る箇所も市域の 11.2%を占め，コゲラの生
息環境として横浜市は高い評価を得た． 
⑥ オーバーレイ解析による環境評価を行った結果，三
保・新治地域，川井・矢指・上瀬谷地域，円海山周
辺地域など，みどりの 7大拠点を中心に高い評価を
得た．また河川沿いのまとまりある農地，樹林地の
地域ではこれらに比べ相対的に低い値となった． 
 
８． 今後の課題 
① エコロジカルネットワークの評価において本研究
ではコゲラを指標種としたが，生態系の把握には指
標種を増やして分析を行う必要がある． 
② 自然環境評価のウエイト設定において，市民アンケ
ート等に基づくウエイトの設定が望まれる． 
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傾斜角 傾斜方向 エコロジカルネットワーク 集塊度 パッチ外からの距離 緑被地の消失 緑被地の新設
Level1 0°〜3° 北・北西・西 バッファゾーン2 -2σ -2σ +2σ -2σ
Level2 3°〜8° 南西・北東 バッファゾーン1 -1σ -1σ +1σ -1σ
Level3 8°〜15° 東 2次サテライト
Level4 15°〜20° 南・南東 1次サテライト +1σ +1σ -1σ +1σ
Level5 20°〜 平地 コア +2σ +2σ −2σ +2σ
地形 自然・生態 緑被地推移
Rank
都市特性
街区公園 近隣公園 地区公園
Level1 +2σ 400m以内 4001～10744人 15001～18301人 50001～58682人
Level2 +1σ 該当するバッファ内 2501～4000人 10001～15000人 40001～50000人 外部影響範囲
Level3 100m以内 ～2500人 ～10000人 ～40000人 規制範囲内
Level4 -1σ - - -
Level5 -2σ - - -
Rank
地価 駅からの距離 アクセシビリティ
負担人口
規制地域
利便性 計画特性
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